占領初期沖縄に設置された公民科とその特徴 : 高等学校人文科公民を中心に by 萩原 真美
This paper clarifies characteristic of Civics that was installed in Okinawa 
during the early U.S. occupation through an analysis of subject lists of Civics 
of high school in Okinawa.
In April 1946, Okinawa took the 8-4 educational system. Civics of Okinawa 
was called JINBUNKA-KOMIN. It was installed by having introduced an 8-4 
educational system.
This paper makes the following four arguments. First, the education 
contents of JINBUNKA-KOMIN are distributed between two of the first 
grade and the second grade and the third grade and the fourth grade. 
Second, the contents of JINBUNKA-KOMIN of high school in Okinawa, 
the first grade and the second grade have high association with Civics 
curriculum of prewar Japanese secondary school. Third, the contents of 
JINBUNKA-KOMIN of the third grade and the fourth grade resemble 
“SHUSHIN” （especially ethics） set up by prewar Japanese normal school. 
Lastly, during the early occupation in Okinawa, education in conformity 
with “the WAY of Okinawa”, which was an attempt to structure a “new” 
Okinawa in deference to Okinawan identity was made much of. Instead, in 
JINBUNKA-KOMIN, there were a few subjects about “the WAY of Okinawa”.
In Okinawa, there was not the movement to examine education contents 




The characteristic of Civics that was installed in 
Okinawa during the early U.S. occupation;




that it is a result with information to change “SHUSHIN” to Civics in Japan 















































































































































































































































































































UNITED STATES EDUCATION MISSION TO JAPAN）は、一ヶ月間
滞在して其の使命を果たし、三月三十日附を以つて、連合国総司令官に報
告書を提出したのである。
ストダード博士（DR GEORGE D STODDARD）を団長とする其の一
行は、流石米国の大学専門学校教授を始め、教育界の権威を網羅しただけ







































































































































































































































































































31 4 我ガ家 ア-1-1 家庭生活－我が家
37 4 我ガ家 家ノ存続 ウ-2-3 我が家－家の存続
43 4 我ガ国ノ家 家 オ-2-3 我が家－家の存続
3 家計 経
31 4 一家ノ生計 一家ノ収入、生計費 ア-1-2-1、2 家庭生活－家の生計－家計、財産
37 4 我ガ家 家計 ウ-2-4 我ガ家－家計




37 4 我ガ郷土（一） 我ガ郷土、協同生活 ウ-3 我ガ郷土（一）





31 4 市町村 公民、議員ノ選挙 ア-4-2 地方自治－市町村
37 4 我ガ郷土（二） 市町村 ウ-4-2 我が郷土（二）－市町村
43 オ-4-3 我が郷土（二）－市町村
6 会議 法 31 4 市町村 市町村会 ア-4-3 地方自治－市町村会





31 5 国法 国法 イ-1-7 国家統治－国法
37 4 国憲ト国法 法令 ウ-6-3 国憲と国法－法令法と道徳
43 3 皇国ノ政治 国体ト国法 オ-6-3 国憲と国法－法令
9 法と道徳 法
31 5 国憲ト国法 法ト徳 イ-7 国法
37 4 国憲ト国法 法ト道徳 ウ-6-3 国憲と国法－法令法と道徳




31 5 帝国議会 イ-1-4 国家統治－帝国議会
37 4 帝国議会 ウ-7-1 帝国議会－帝国議会
43 3 皇国ノ政治 オ-7-1 帝国議会－帝国議会
11 議員の選挙 法
31 5 帝国議会 議員ノ選挙 イ-1-4-2 国家統治－帝国議会－衆議院議員の選挙
37 4 帝国議会 議員ノ選挙 ウ-7-3 帝国議会－議員ノ選挙
43 3 皇国ノ政治 オ-7-3 帝国議会－議員の選挙
12 行政 政府 法
31 5 行政官庁 行政官庁行政官庁ノ種類 イ-1-6-1 国家統治－行政官庁－行政官庁
37 4 政府　枢密顧問 行政官庁 ウ-8-2 政府・枢密顧問－行政官庁





37 4 政府　枢密顧問 行政ト国民ノ協力 ウ-8-3 政府　枢密顧問－行政と国民の協力




31 5 裁判所 司法　裁判所 イ-1-8-1 国家統治－裁判所－裁判所






31 5 裁判所 訴訟・調停 イ-1-8-2 国家統治－裁判所－訴訟・刑罰
37 4 裁判所 民事刑事ノ訴訟 ウ-9-2 裁判所－民事・刑事の訴訟





37 4 裁判所 司法ト国民ノ協力 ウ-9-3 裁判所－司法と国民の協力
43 オ-9-3 裁判所－司法と国民の協力
17 社会 社会生活 社
37 5 国民生活 我ガ国民生活ト国民性 エ-1-1 国民生活－我が国民生活と国民性





















31 5 社会改善 社会改善 イ-4-2 社会の進歩－社会改善





31 4 職業 ア-2-2 社会生活－職業
37 5 職業 エ-2 職業




37 5 国民経済 エ-3-1 国民経済－我が国民経済
43 4 皇国ノ経済 カ-3 国民経済
3 生産と消費 経
37 5 国民経済 生産ト消費 エ-3-2 国民経済－生産と消費
43 4 皇国ノ経済 カ-3-2 国民経済－生産と消費
4 供出と配給 経
5 企業 経
37 5 国民経済 企業 エ-3-3 国民経済－企業
43 4 皇国ノ経済 カ-3-3 国民経済－企業
6 所得 経
37 5 国民経済 所得 エ-3-4 国民経済－所得
43 4 皇国ノ経済 カ-3-4 国民経済－所得
7 経済と道徳 経
37 5 国民経済 経済ト道徳 エ-3-5 国民経済－経済と道徳





31 5 産業、我ガ国ノ産業 イ-3-1-1 国勢の伸張－我が国の産業－我が国の産業
37 5 産業 エ-4 産業
43 4 皇国ノ経済 我ガ国ノ産業 カ-4-1 産業－我が国の産業
9 資源の開発 経
31 5 我ガ国ノ産業 資源ノ開発 イ-3-1-3 国勢の伸張－我が国の産業－資源の開発
37 5 産業 資源ノ開発 エ-4-2 産業－資源の開発・技術の進歩
43 4 皇国ノ経済 カ-4-2 産業－資源の開発
10 技術の進歩 経
37 5 産業 技術ノ進歩 エ-4-2 産業－資源の開発・技術の進歩




37 5 流通 貨幣ト物価 エ-5-1 流通－通貨と物価
43 カ-5-1 流通－通貨と物価
12 商業 経
31 4 産業 商業 イ-3-1 国勢の伸張－我が国の産業
37 5 流通 商業 エ-5-2 流通－商業附交通
43 カ-5-2 流通－商業
13 金融 経





31 5 財政 イ-1-9 国家統治－財政




37 5 財政 予算ト決算 エ-6-2 財政－予算と決算
43 カ-6-2 財政－予算と決算
16 租税 経
31 5 財政 租税 イ-1-9-2 国家統治－財政－租税
37 5 財政 租税 エ-6-3 財政－租税
43 カ-6-3 財政－租税
17 貿易 経
31 5 我ガ国ノ産業 我ガ国ノ貿易 イ-3-1-2 国勢の伸張－我が国の産業－資源の開発産業－我が国の外国貿易
37 5 海外発展 我ガ国ノ貿易 エ-7-1 海外発展－我が国の貿易
43 カ-7-1 海外発展－我が国の貿易
18 文化 社
31 5 世界ト日本 人類文化ノ発達 イ-4-3 社会の進歩－世界と日本
37 5 国民文化 我ガ国民文化 エ-8-1 国民文化－我が国民文化
43 カ-8-2 国民文化－我が国民文化
19 総括 総訓























6 倫理学の対象行為 倫 キ-2-1/コ-7 道徳的判断－行為/行為




10 動機と結果 倫 キ-2-3 道徳的判断－動機論と結果論
11 動機と結果 倫 同上 同上
12 意志の自由 倫 キ-3 意志自由論
13 意志の自由 倫 同上 同上
14 意志の自由 倫 同上 同上
3
15 良心 倫 キ-4 良心論
16 良心 倫 同上 同上












上古 倫 シ-6-2 西洋倫理思想とその批判－ギリシャの倫理思想
2 上古 倫 シ-6-3 西洋倫理思想とその批判－ローマの倫理思想
3 中世 倫 シ-6-4 西洋倫理思想とその批判－キリスト教と中世思想




5 近世英国 倫 同上 同上
6 近世英国 倫 同上 同上
7 大陸 倫 シ-6-8 西洋倫理思想とその批判－アメリカの倫理思想
２
８ 大陸 倫 同上 同上
９ 大陸 倫 同上 同上
10
東洋倫理思想








思想問題 思 ク-3-3/ケ-3-3 現代思想批判－思想問題
16 思想問題 思 同上 同上
17 社会問題 思 ク-3-4/ケ-3-4 現代思想批判－社会問題
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